
日本で就労する外国人のカテゴリー（総数172.7万人の内訳）
出入国管理及び難民認定法上、以下の形態で就労が可能。

① 就労目的で在留が認められる者 約39.5万人
（いわゆる「専門的・技術的分野の在留資格」）

・ 一部の在留資格については、上陸許可の基準を「我が国の産業及び国民生
活に与える影響その他の事情」を勘案して定めることとされている。

② 身分に基づき在留する者 約58.0万人
（「定住者」(主に日系人)､「永住者」､「日本人の配偶者等」等）

・ これらの在留資格は、在留中の活動に制限がないため、様々な分野で報酬
を受ける活動が可能。

③ 技能実習 約35.2万人
・ 技能移転を通じた開発途上国への国際協力が目的。

・ 平成22年７月１日施行の改正入管法により、技能実習生は入国１年目から
雇用関係のある「技能実習」の在留資格が付与されることとなった。

④ 特定活動 約6.6万人
（EPAに基づく外国人看護師・介護福祉士、ワーキングホリデー､
外国人建設就労者､外国人造船就労者等）

・ 「特定活動」の在留資格で我が国に在留する外国人は、個々の許可の内容
により報酬を受ける活動の可否が決定。

⑤ 資格外活動 約33.5万人

・ 本来の在留資格の活動を阻害しない範囲内(１週28時間以内等)で、相当と
認められる場合に、報酬を受ける活動が許可。

（留学生のアルバイト等）

※ 外国人雇用状況の届出状況（令和３年10月末現在）による。外国人雇用状況届出制度は、事業主が外国人の雇入れ・離職の際に、氏名、在留資格、
在留期間等を確認した上でハローワークへ届出を行うことを義務づける制度（労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充
実等に関する法律第28条）。なお､「外交」、「公用」及び「特別永住者」は対象外である。

「専門的・技術的分野」に該当する主な在留資格

在留資格 具体例

教 授 大学教授等

高度専門職 ポイント制による高度人材

経営･管理 企業等の経営者・管理者

法律
･会計業務

弁護士、公認会計士等

医 療 医師、歯科医師、看護師

研 究 政府関係機関や私企業等の研究者

教 育 中学校・高等学校等の語学教師等

技 術
･人文知識
･国際業務

機械工学等の技術者、通訳、デザイナー、
私企業の語学教師、マーケティング業務
従事者等

企業内転勤 外国の事業所からの転勤者

介 護 介護福祉士

技 能
外国料理の調理師、スポーツ指導者、
航空機の操縦者、貴金属等の加工職人等

特定技能 特定産業分野（注）の各業務従事者

（注） 介護､ビルクリーニング､素形材産業､産業機械製造業､電気･電子情報関係産業､
建設､造船･舶用工業､自動車整備､航空､宿泊､農業､漁業､飲食料品製造業､外食業

（平成30年12月25日閣議決定）
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［別表９］都道府県別・特定産業分野別外国人労働者数（在留資格「特定技能」に限る）

令和３年10月末現在 （単位：人）

介護 ビルクリー
ニング

素形材
産業

産業機械
製造業

電気・電子
情報関連

産業
建設 造船・舶用

工業

自動車
整備

航空 宿泊 農業 漁業
飲食料品
製造業

外食業

29,592 4,029 374 1,831 2,500 1,145 2,657 599 314 21 122 3,408 326 10,681 1,585
1 北海道 1,126 79 6 12 1 17 96 1 12 0 9 343 76 450 24
2 青森 67 21 0 3 0 6 2 0 0 0 0 23 1 11 0
3 岩手 133 6 0 7 11 1 14 0 5 0 0 10 0 79 0
4 宮城 195 28 0 2 5 0 13 2 0 0 1 10 21 108 5
5 秋田 30 2 0 0 0 2 2 0 0 0 0 1 0 20 3
6 山形 15 3 0 1 0 3 0 0 0 0 0 0 0 7 1
7 福島 134 10 0 25 28 0 8 0 4 0 3 20 0 22 14
8 茨城 1,257 165 8 41 69 16 40 0 2 0 3 383 16 491 23
9 栃木 918 61 4 116 45 57 51 0 15 0 3 141 0 414 11

10 群馬 499 53 0 36 97 22 23 0 0 0 1 70 0 192 5
11 埼玉 1,717 286 23 89 86 13 347 0 68 0 0 64 0 707 34
12 千葉 2,177 253 37 34 67 13 304 0 25 14 0 305 46 1,041 38
13 東京 2,519 515 102 17 37 18 174 6 7 3 2 94 1 792 751
14 神奈川 1,267 333 30 31 34 2 130 10 14 0 0 51 0 575 57
15 新潟 216 6 0 20 11 0 14 0 1 0 2 18 4 138 2
16 富山 228 41 1 37 23 23 21 0 7 0 3 1 0 66 5
17 石川 252 38 0 24 92 23 24 1 5 1 2 0 5 28 9
18 福井 211 44 0 10 14 10 30 0 7 0 2 0 8 57 29
19 山梨 151 33 4 7 9 2 10 0 0 0 0 19 7 55 5
20 長野 484 36 1 19 66 36 14 0 7 0 8 160 0 127 10
21 岐阜 741 118 0 94 197 26 45 0 8 0 22 32 0 190 9
22 静岡 1,046 68 13 96 137 74 96 8 9 0 5 73 6 431 30
23 愛知 3,517 349 27 592 485 312 346 21 23 2 0 245 0 981 134
24 三重 501 70 4 21 51 56 41 14 3 0 3 23 9 197 9
25 滋賀 236 20 1 2 37 3 6 0 1 0 2 5 0 154 5
26 京都 491 84 1 7 66 92 53 0 2 0 10 12 0 143 21
27 大阪 2,245 499 30 195 362 56 296 6 17 1 7 25 0 631 120
28 兵庫 1,147 159 52 44 200 60 70 11 16 0 10 43 5 435 42
29 奈良 159 53 0 13 7 1 15 0 10 0 0 4 0 53 3
30 和歌山 103 4 0 9 25 1 7 0 3 0 1 9 2 40 2
31 鳥取 42 1 0 0 0 1 1 0 0 0 1 3 1 32 2
32 島根 55 1 0 11 4 6 4 0 0 0 0 3 1 19 6
33 岡山 435 73 0 34 19 7 43 12 2 0 2 24 0 210 9
34 広島 819 71 12 50 55 54 51 156 14 0 0 36 71 238 11
35 山口 171 20 3 7 5 16 17 4 0 0 1 2 0 91 5
36 徳島 116 17 2 0 2 0 15 2 0 0 0 44 1 33 0
37 香川 514 26 0 4 23 3 28 97 6 0 0 63 5 255 4
38 愛媛 352 79 1 15 17 0 21 113 3 0 0 20 4 78 1
39 高知 116 23 0 1 0 0 7 2 1 0 0 65 1 9 7
40 福岡 1,060 122 3 82 82 9 61 7 13 0 2 128 0 454 97
41 佐賀 177 33 0 3 2 0 15 4 1 0 0 19 0 95 5
42 長崎 287 2 1 0 7 0 6 70 0 0 3 143 15 40 0
43 熊本 558 18 0 16 11 50 22 10 0 0 3 283 0 134 11
44 大分 228 12 7 1 3 0 27 39 1 0 3 65 7 58 5
45 宮崎 162 20 0 0 6 0 3 0 0 0 1 69 10 47 6
46 鹿児島 419 29 0 1 2 54 28 3 2 0 0 107 1 188 4
47 沖縄 299 45 1 2 0 0 16 0 0 0 7 150 2 65 11

全国計

注：特定産業分野とは、出入国管理及び難民認定法別表第１の２の表の特定技能の項の下欄に規定する産業上の分野等を定める省令（平成31年法務省令第６
号）において定められた14分野をいう。

特定技能
計

特定産業分野（注）



農業技能測定試験の実施状況等について

令和４年２月２２日
一般社団法人全国農業会議所
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１．令和元年度農業技能測定試験 実施結果
令和元年度は下図の通り、2019年10月のフィリピンを最初に、国内含む5か国で試験を実施し、
総計701名が受験、571名（81.5%）が合格した。

実施国

耕種農業全般 畜産農業全般 合計

受験者数 合格者数 合格率 受験者数 合格者数 合格率 受験者数 合格者数 合格率

フィリピン
2019年10月～

2020年3月実施

52 48 92.3% 4 4 100.0% 56 52 92.9%

インドネシア
2020年1月～3月実施

259 238 91.9% 30 30 100.0% 289 268 92.7%

カンボジア
2020年1月～3月実施

212 139 65.6% 12 7 58.3% 224 146 65.2%

ミャンマー
2020年2月～3月実施

96 72 75.0% 22 20 90.9% 118 92 78.0%

日本国内
2020年3月実施

10 9 90.0% 4 4 100.0% 14 13 92.9%

総計 629 506 80.4% 72 65 90.3% 701 571 81.5%



実施国

耕種農業全般 畜産農業全般 合計

受験者数 合格者数 合格率 受験者数 合格者数 合格率 受験者数 合格者数 合格率

カンボジア
2020年6月～2021年3月

452 340 75.2% 54 44 81.5% 506 384 75.9%

フィリピン
2020年7月～2021年3月

40 35 87.5% 21 20 95.2% 61 55 90.2%

インドネシア
2020年7月～2021年3月

2,611 2,422 92.8% 383 350 91.4% 2,994 2,772 92.6%

タイ
2020年11月～2021年3月

70 48 68.6% 17 14 82.4% 87 62 71.3%

ミャンマー
2021年1月～2021年2月

58 58 100.0% 9 9 100.0% 67 67 100.0%

ネパール
2021年3月

26 25 96.2% 25 24 96.0% 51 49 96.1%

日本国内
2020年6月～2021年3月

996 817 82.0% 325 284 87.4% 1,321 1,101 83.3%

総計 4,253 3,745 88.1% 834 745 89.3% 5,087 4,490 88.3%

２．令和２年度農業技能測定試験 実施結果
令和２年度は下図の通り、2020年6月のカンボジア・日本国内を最初に7か国で試験実施し、
総計5,087名が受験、4,490名（88.3%）が合格した。

※ ミャンマーは政情不安のため、2月試験は2月1日のみ試験開催で以降は非開催



３．令和３年度農業技能測定試験 実施結果（令和４年１月末時点）
令和３年度は下図の通り、2021年5月の日本国内を最初に7か国で試験実施中。
令和４年１月末時点で、総計10,658名が受験、9,589名（90.%）が合格。

※1 ミャンマーは政情不安のため、令和３年度は非開催

実施国

耕種農業全般 畜産農業全般 合計

受験者数 合格者数 合格率 受験者数 合格者数 合格率 受験者数 合格者数 合格率

カンボジア
2021年6月～2022年3月

798 701 87.8% 94 90 95.7% 892 791 88.7%

フィリピン
2021年6月～2022年3月

130 103 79.2% 27 26 96.3% 157 129 82.2%

インドネシア
2021年6月～2022年3月

2,733 2,518 92.1% 457 431 94.3% 3,190 2,949 92.4%

タイ
2021年6月～2022年3月

208 176 84.6% 30 28 93.3% 238 204 85.7%

ネパール
2021年8月～2022年3月

419 400 95.5% 150 142 94.7% 569 542 95.3%

モンゴル
2021年8月～2022年3月

49 42 85.7% 10 9 90.0% 59 51 86.4%

日本国内
2021年5月～2022年3月

3,847 3,319 86.3% 1,706 1,604 94.0% 5,553 4,923 88.7%

総計 8,184 7,259 88.7% 2,474 2,330 94.2% 10,658 9,589 90.0%

※2 ウズベキスタンでの試験を３月から開始



４．農業分野における特定技能外国人受け入れに関するオンライン説明会について

① １月２８日（金）

② ２月 ４日（金）

③ ２月１０日（木）

④ ２月１８日（金）

⑤ ２月２４日（木）

⑥ ３月 ４日（金）

⑦ ３月１１日（金）

日程
【制度説明】
①出入国管理制度と

在留資格について

全国農業会議所②特定技能制度の概要について

③特定技能外国人受入れに際し 農業者が押
さえるべきポイント

80分程度

④特定技能外国人の
受入れに関するＱ＆Ａ

（労務管理を中心に解説）
社会保険労務士

⑤農業技能測定試験について

【受入れ機関等による事例報告】

２月 ４日：（株）フジタファーム（茨城県）

２月10日：向井農園（北海道）

２月18日：（株）ハルカインターナショナル（岐阜県）

２月24日：（株）しらみずファーム（沖縄県）

３月 ４日：（株）福島エンヤ

３月11日：（有）グリーンハウス（山口県）

30分程度

【質疑応答】
農林水産省

全国農業会議所
特定社会保険労務士

10分程度

内容
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